
款 7 項 2 目 5 事業 1

係名

55

年度 分野 4
政策
番号 1

施策
番号 2

事業
コード 21

(1)

(2)

(1)

(2)

① 件（校）

②

③ ％

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 2.43 0.00 3.38 0.00 3.31 0.00 3.57 0.00 3.56 0.00 3.30 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

国からの
補助金等

都からの
補助金等

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

763,738

（内）投資的経費等

（内）委託費

財
源

31,644

990,676単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

0

事業の目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

建設時に当該施設・設備が有していた機能水準は、経年劣
化により低下すると共に教育環境の変化により新たに求めら
れる水準との乖離も起こります。低下した機能の回復や、新
たに求められる水準まで機能を高めるため改修工事を行うこ
とを目標とします。

事業開始

462,530 817,039 894,230

31,644

根拠
法令
等

学校教育法第５条

施設設備改修実施サイクル

受益者負担比率⑬÷⑪

25,299

21,790

0

差引：一般
財源⑪-⑰

625,620

事
務
事
業
の
概
要

0

0.0 0.0

※19年度の国からの補助金等欄の金額は都からの補助金等、その他の補助金等を含む

730,634

21,896

0

0

14,400

36,296 47,089

総事業費⑤+⑨+⑩

人
件
費

29,956

890,589

0

853,335494,174

（内）常勤職員
分(超勤分含) 22,210

（内）非常勤
職員分

22,344

その他の
補助金等

受益者負担分 0

793,738

0.00.0 0.0

101,519

○前年事業費からの10%以上の増
加した理由
・安全対策工事及び流し整備工事
を新たに実施したため。
○執行率が90%未満の理由
・設計差額及び落札差金の増によ
るため。
・22年度への繰越事業費があるた
め。
○22年度への繰越事業費
44,039,000円
○改修工事実施校数（活動指標）
が大幅に増加した理由
・安全対策工事(37校)及び流し整
備工事(2校)を新たに実施したた
め。

29,301

858,333

31,609

670,715

21年度予算執行率％

0.0

460,491

11,473

77

964,051780,871822,746

962,911

30,589

810,827

964,051

995,749

31,698

0

20年度

実績

695,205

821,606

780,871

779,748

41

00

822,746

実績

成果指標（2）

成果指標（1） 69

活動指標（2）

連絡先
電話番号

89.1

実績

74

21年度

平成22年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

管理計画係
昨年度

整理番号

事務事業名

政策経営部営繕課担当部課名

小学校の施設整備 513

1553

75,53696,851

858,980

38,296

701,156

858,980

算定式・指標
の説明等

計画に対す
る21年度

の達成率％

目標値に対
する21年度
の達成率％

0

63,848

671,855

671,855

事業費 471,964

職員数 (常勤｜非常勤)

計画

34 41

区分 単位
19年度

指
標

44

00 0

33,003

427,149 1,046,464

37,240

79,175

0 0

773,122

特記事項

0

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○学校における良好な教育環境の維持・向上をはかるた
め、大規模改修を中心とした施設・設備の整備を行う。

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

活動指標（1）

実施校数×１５年/改修までの経過年数の和

上位施策No・施策名 教育施設の整備・充実

対象

地方自治法第１８０条の２

投資事業予算事業区分

区立小学校の児童・生徒、教職員及び学校施設利用者

計画

264.3

64 77 7767 87.0

28

500

改修工事実施校数

22年度
計画

（目標値）

成果指標名（1)

成果指標名（2)

算定式・指標
の説明等

活動指標名（式）

180.5

87.0

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和



単位

）

成果： コスト：

（1）23年度予算見積の方向性

（2）理　由

2
1
年
度
の
事
業
実
施
状
況

学校における良好な教育環境の維持・向上をはかるため、区の実施計画の学校教育施設の整備計画に基づき実
施しました。具体的には、校舎屋上防水工事、校舎外壁補修工事、屋内運動場屋床改修工事、給食室改修工
事、便所・排水管改修工事、照明設備改修工事、雨水流出抑制対策工事等を行いました。また、新たに安全対策
工事、流し整備工事を行いました。

585,068

58,170

事業費（千円）

杉並第十小学校便所改修工事

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

その他（ 沓掛小学校校舎屋上防水工事　ほか

整理番号

規模

平成22年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

仕様の簡略化による経費の圧縮は可能ですが、このことにより施工部位の磨耗・毀損が早い
時期に起こる可能性もあり、必ずしも適当とはいえません。また、建築単価は、低下傾向にあり
ますが、エコスクールやＩＴ学習環境の整備など、新たなコストアップ要因もあります。

協
働
等
点
検

内　　　容

高井戸第四小学校給食室増築改修工事 80,521

事
業
環
境
の
変
化

76,808

58,413

事
業
の
あ
り
方
点
検

施設・設備は経年劣化していくため、機能の維持・向上を図るには、現在以上のローテーションで改修を行う必要があります。一方、平成２２年頃から建物の
耐用年数（およそ５０年）を経過する校舎の増加が見込まれており、改築時期を見極めながら効率的な改修を行う必要があります。多額の費用をかけて改修
し、数年後に改築のため取壊す等の無駄を生じさせないよう、学校適正配置計画の動向にも留意しつつ改修・改築計画を再構築する必要があります。

（2）事業実績

良好な教育環境の維持・向上、児童・生徒の安全性に資する改修を行っていま
す。

平成１２年度から耐震改修事業が本事業から分離され別事業になりました。学校建物の老朽化が進む中、改築を
計画的に行う必要がありますが、期間と経費がかかることから、改築時までの改修工事の重要性は大きくなってい
ます。

（4）コストを下げる余地はあるか

事業に対する住民の意
見（事業に対する期待・
要望・苦情など)

（3）受益者負担の見直し余地は

今後の予測

部位別耐用年数を超えて施設・設備を使用せざるを得ない状況が続きます。学校希望制度や学校適正配置の動
向を踏まえ、改修と改築の計画を再構築する必要が生じます。また、環境への負担を軽減する観点から、環境に
配慮した材料、機器の選定や工事の実施が求められます。

2
3
年
度
方
針

(1)前年度の改革案の取り組み状況（22年度予算を削減または増額している場合、関連する新規事業がある場合にはその概要も明記）
改
善
・
見
直
し
の
方
向

（
中
長
期

）

（1）協働等は実現しているか

(3)協働等の形態

（2）改革案の概要（いつまでに、どういうかたちに）　※事業のあり方点検欄を踏まえて記入

（3）改革案を実施するにあたっての阻害要因と克服方法

当面、施設・設備の老朽化に伴い、改修経費は増加するため。

(2)協働等の相手

改修計画は、改築計画を踏まえて構築することが望ましいため、改築計画の早期策定が必要です。

(4)協働等の今後のあり方

施設・設備の一般的な保全基準（部位別耐用年数）に基づき、改修の必要校数を最大限確保できるよう努めています。区立小・中学校は、平成２２年頃か
ら、耐用年数（およそ５０年）を経過する校舎の増加が見込まれており、改築時期を見極めながら効果的な改修を行えるよう調整を図っています。

評価と課題

杉並第四小学校校舎外壁補修工事

施設・設備は年々老朽化しており、改修・修繕を要する度合いは増していくことが見
込まれます。また、時代の変化により学校施設に新たに求められる機能水準を満た
すには、多大な改修経費が必要となります。

杉並第二小学校便所改修工事

中長期を見据えた区の実施計画に基づき、学校教育施設の改修、改善に取り組んでおり、２１年度においても良
好な教育環境の維持に貢献しています。今後とも実施計画に基づくとともに、社会情勢の変化や改修・改築にお
ける費用対効果等を見据えて取り組んでいきます。

学校利用者からは、校舎の傷みが進んでおり、内装の汚れが目立つ等の指摘を受けています。また、便所改修や
校庭整地、バリアフリー化等を求められています。近隣住民からは、周囲の二項道路のセットバック、校庭の土埃
対策、工事騒音対策等を求められています。

左の理由または具体的内容

　 ②成果向上のための方策

（2)①現在の事業費で成果を向上させることができるか

（1）施策への貢献度は大きいか

513

事業開始当初から
現在までの変化

公立学校施設・設備の整備費は、受益者負担に馴染まないため。

大幅増 増 増減なし 減 大幅減 予算なし

貢献度　大（理由→）

できない（理由→）

ない（理由→）

ない（理由→）

十分に実現している 企業・個人事業者（(3)へ）

委託 [業務量の50%以上に相当] 実施継続

増 現状維持 減増 現状維持 減



款 7 項 2 目 5 事業 2

係名

55

16 年度 分野 4
政策
番号 1

施策
番号 2

事業
コード 20

(1)

(2)

(1)

(2)

① ％

② 回

③ ％

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.50 0.00 0.80 0.00 1.15 0.00 0.30 0.00 0.61 0.00 0.00 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

国からの
補助金等

都からの
補助金等

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

1,526,175

（内）投資的経費等

（内）委託費

財
源

75,552

268,824単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

0

事業の目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○学校を移転改築することにより、地震に対する安全性及び
教育環境の向上を図ります。

事業開始

457,711 1,648,708 16,673

75,552

根拠
法令
等

学校教育法第5条

区立小学校の耐震化率

受益者負担比率⑬÷⑪

393,168

0

0

差引：一般
財源⑪-⑰

0

事
務
事
業
の
概
要

0

0.0 0.0

※19年度の国からの補助金等欄の金額は都からの補助金等、その他の補助金等を含む

125,398

282,536

0

0

0

282,536 393,168

総事業費⑤+⑨+⑩

人
件
費

10,408

18,801

0

1,931,244533,263

（内）常勤職員
分(超勤分含) 4,570

（内）非常勤
職員分

0

その他の
補助金等

受益者負担分 0

18,801

0.00.0 0.0

0

○新校舎竣工及び移転完了によ
る予算減
○債務負担行為
荻窪小学校移転改築
 限度額2,212,000千円（H20）0

12,915

5,416

0

21年度予算執行率％

528,693

528,693

89.9

0

14,0091,908,9351,924,004

13,336

7,240

1,919,343

14,009

16,673

2,664

0

20年度

実績

87,229

1,839,704

1,908,935

1,829,740

83

00

1,924,004

実績

成果指標（2）

成果指標（1）

活動指標（2）

連絡先
電話番号

95.5

実績

2

0

21年度

平成22年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

校舎改築担当
昨年度

整理番号

事務事業名

教育委員会事務局教育改革推進課担当部課名

荻窪小学校の移転改築 514

1684

00

13,385

0

0

13,385

算定式・指標
の説明等

計画に対す
る21年度

の達成率％

目標値に対
する21年度
の達成率％

0

0

0

0

4

事業費 528,693

職員数 (常勤｜非常勤)

計画

17 0

区分

0

単位
19年度

指
標

83

00 0

0 0

0

0 0

特記事項

0

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○16年度移転用地買収
○17年度移転改築検討協議会設置、基本設計作成
○18年度実施設計作成
○19～20年度校舎建設工事
○21年度施設整備点検（安全対策含む）

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

活動指標（1）

小学校全棟のうち、昭和５６年以前の旧耐震基準建物で耐震性が
ある棟、耐震補強済の棟、昭和５７年以降建築の棟の割合

上位施策No・施策名 教育施設の整備・充実

対象

地方自治法第180条の2

投資事業予算事業区分

荻窪小学校児童・教職員及び学校利用者

計画

89.9

0

93.3 98.094.0 95.9

0

501

建設工事進捗率

安全対策実施件数

22年度
計画

（目標値）

成果指標名（1)

成果指標名（2)

算定式・指標
の説明等

活動指標名（式）

0

100.8

50.0

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

平成



単位

件

回

）

成果： コスト：

（1）23年度予算見積の方向性

（2）理　由

2
1
年
度
の
事
業
実
施
状
況

荻窪小学校については、新校舎竣工と移転完了に伴う落成式を行いました。また、竣工後の安全対策を含む施
設設備の点検を行い、対処工事を実施するとともに、移転後に近隣より寄せられた学校施設に対する要望につい
ての対処工事も行いました。

0

事業費（千円）

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

その他（

整理番号

規模

平成22年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

校舎の設計・工事等は競争入札により、外部委託を実施しています。

協
働
等
点
検

5

内　　　容

1

竣工後対応工事 12,915

事
業
環
境
の
変
化

470

事
業
の
あ
り
方
点
検

教育環境の充実を引き続き計画的に進めるために、今後増加する老朽改築によって、財政負担が集中しないような計画と施設基準の作成
による事業予算の平坦化と学校間格差の是正を推進していきます。また、改築事業には地域、近隣住民等の理解が不可欠であるため、住
民説明会等を通じて早期の事業内容の周知を図ります。

（2）事業実績

校舎の移転改築によって、地震災害に強く、より安全で多様な教育形態に対応で
き、ゆとりのある教育環境を実現します。

16年度移転用地買収、17年度移転改築検討協議会設置、基本設計作成
18年度実施設計作成、19～20年度校舎建設工事、21年度施設整備点検（安全対策）

（4）コストを下げる余地はあるか

事業に対する住民の意
見（事業に対する期待・
要望・苦情など)

（3）受益者負担の見直し余地は

今後の予測

２１年度をもって移転改築事業は完了となりましたが、移転後より、様々な要望・苦情が近隣より寄せられているた
め、継続して学校のバックアップが必要です。

2
3
年
度
方
針

(1)前年度の改革案の取り組み状況（22年度予算を削減または増額している場合、関連する新規事業がある場合にはその概要も明記）
改
善
・
見
直
し
の
方
向

（
中
長
期

）

（1）協働等は実現しているか

(3)協働等の形態

（2）改革案の概要（いつまでに、どういうかたちに）　※事業のあり方点検欄を踏まえて記入

（3）改革案を実施するにあたっての阻害要因と克服方法

２１年度をもって移転改築事業は完了となります。

(2)協働等の相手

昨今の校舎改築においては、多様な教育形態に対応するための面積の増加や、環境共生型施設づくりに伴う建築費が増加する傾向にあ
りますが、竣工済みの学校の成果を検証し、費用対効果を考慮した適切な改築を進めます。

(4)協働等の今後のあり方

近隣からの意見要望については迅速に対応し、移転改築事業に対する理解と協力を得てきました。なお、２１年度をもって事業完了となりま
す。

評価と課題

耐震性を確保するとともに、エコスクール化による環境共生型施設づくりを進めるこ
とにより、安全かつ環境にやさしい学校施設をつくります。

落成式（執）

敷地と校舎両方の大幅増を図った移転改築を実施し、ゆとりある教育環境の実現とエコスクール化による環境共
生型施設での教育環境の充実を図ることができました。また、移転後に近隣より寄せられた学校施設に対する
様々な要望について、継続した協議と対処を行うことにより、学校への一定の理解を得ることができました。

教育環境の変化に対応した、より良い施設づくりに取り組むとともに、工事計画と内容を精査
し、真に必要な教育環境と財政負担との整合性を図ります。また、近隣への学校への理解を
得るために計画の周知徹底を行い、竣工後の紛争防止に努めます。

学校が移転したことによる、騒音、砂埃、プライバシー保護についての要望・苦情がありましたが、子供の声に元気
付けられているとのご意見も頂きました。

左の理由または具体的内容

　 ②成果向上のための方策

（2)①現在の事業費で成果を向上させることができるか

（1）施策への貢献度は大きいか

514

事業開始当初から
現在までの変化

区立学校の改築・改修・整備は設置者である区の責務で実施する必要があります。

大幅増 増 増減なし 減 大幅減 予算なし

貢献度　大（理由→）

ある程度できる（②↓）

ない（理由→）

ない（理由→）

その他（具体的内容→）

十分に実現している 企業・個人事業者（(3)へ）

委託 [業務量の50%以上に相当] 実施継続

増 現状維持 減増 現状維持 減



款 7 項 2 目 5 事業 3

係名

55

16 年度 分野 4
政策
番号 1

施策
番号 2

事業
コード 20

(1)

(2)

(1)

(2)

① ％

② ％

③ ％

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.30 0.00 0.30 0.00 0.50 0.00 0.30 0.00 0.40 0.00 1.00 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

502

屋内運動場改築工事進捗率

校庭整備工事進捗率

活動指標名（式）

100.0

89.9

0

93.3 98.094.0 95.9

0.0100

目標値に対
する21年度
の達成率％

上位施策No・施策名 教育施設の整備・充実

対象

地方自治法第180条の２

22年度
計画

（目標値）計画

特記事項

0

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○１６年度校舎改築検討協議会設置、基本設計作成
○１７年度実施設計作成
○１８～１９年度校舎改築工事
○１９年度プール解体工事
○２０年度旧校舎解体工事
○２１年度屋内運動場改築工事
○２２年度校庭整備工事、旧屋内運動場解体工事

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

活動指標（1）

小学校全棟のうち、昭和５６年以前の旧耐震基準建物で耐震性が
ある棟、耐震補強済の棟、昭和５７年以降建築の棟の割合

0

算定式・指標
の説明等

計画に対す
る21年度

の達成率％

35,520

10,000

61,699

0 0

26,640

00 0

0

予算事業区分

事業費 1,440,268

職員数 (常勤｜非常勤)

計画

0 100

区分

指
標

0

1684

450,444

成果指標名（1)

成果指標名（2)

算定式・指標
の説明等

投資事業

100.8

0.0

0

157,693

169,675

169,675

10,000157,693

450,444

0

178,554

21年度予算執行率％

平成22年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

校舎改築担当
昨年度

整理番号

事務事業名

教育委員会事務局教育改革推進課担当部課名

高井戸小学校の改築 515

連絡先
電話番号

99.2

実績

0

100

21年度

成果指標（2）

成果指標（1）

0

単位
19年度

実績

活動指標（2）

20年度

実績

82,586

80,172

78,904

0

00

84,238

2,715

84,697

454,138

456,802

2,664

0

0

1,440,268

1,368,142

89.9

0

454,13880,17284,238

447,788

296,303

0.0

61,699

○新屋内運動場建設による予算増
○債務負担行為
高井戸小学校改築
 限度額1,１９７,000千円（H19）
高井戸小学校改築（仮設校舎賃借）
 限度額32,000千円（H18～20）8,879

444,677

3,552

169,675

0

0

0

その他の
補助金等

受益者負担分 0

総事業費⑤+⑨+⑩

国からの
補助金等

都からの
補助金等

0

人
件
費

4,525

453,996

0

86,9531,443,010

（内）常勤職員
分(超勤分含) 2,742

（内）非常勤
職員分

395,103

139,331

0.0

0

0

0

0

0

0.0

差引：一般
財源⑪-⑰

0.0

168,554

※19年度の国からの補助金等欄の金額は都からの補助金等、その他の補助金等を含む

0.0

1,303,679

区立小学校の耐震化率

受益者負担比率⑬÷⑪

0

0

0

86,953

高井戸小学校児童・教職員及び学校利用者

事
務
事
業
の
概
要

事業の目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○学校の改築工事を実施することにより、地震に対する安全
性及び教育環境の向上を図ります。

事業開始

根拠
法令
等

学校教育法第5条

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

84,697

（内）投資的経費等

（内）委託費

財
源

139,331

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

平成



単位

件

）

成果： コスト：

（1）23年度予算見積の方向性

（2）理　由

区立学校の改築・改修・整備は設置者である区の責務で実施する必要があります。

耐震性を確保するとともに、エコスクール化による環境共生型施設づくりを進めるこ
とにより、安全かつ環境にやさしい学校施設をつくります。

埋蔵文化財調査

新校舎に続く、新屋内運動場の竣工により、地震災害に強く、多様な教育に対応できる教育環境づくりに取り組み
ました。改築事業は22年度の旧屋内運動場解体工事と校庭整備工事により、完了する予定です。引き続き工事計
画と内容を精査し、計画年度内での確実な竣工を目指します。

教育環境の変化に対応した、より良い施設づくりに取り組むとともに、工事計画と内容を精査
し、真に必要な教育環境と財政負担との整合性を図ります。また、近隣への学校への理解を
得るために計画の周知徹底を行い、竣工後の紛争防止に努めます。

近隣の民間施設より、屋内運動場建設工事に係る振動・騒音・目線対策及び交通安全対策について要望があり
ました。

左の理由または具体的内容

　 ②成果向上のための方策

（2)①現在の事業費で成果を向上させることができるか

（1）施策への貢献度は大きいか

初度調弁（執）

（1）協働等は実現しているか

(3)協働等の形態

工事監理（執）

(4)協働等の今後のあり方

地震災害に強く、多様な教育に対応できる環境づくりに取り組みました。また、近隣からの意見要望については迅速に対応し、改築事業に
対する理解と協力を得てきました。（22年度事業完了に伴い予算減）

評価と課題

2
3
年
度
方
針

(1)前年度の改革案の取り組み状況（22年度予算を削減または増額している場合、関連する新規事業がある場合にはその概要も明記）
改
善
・
見
直
し
の
方
向

（
中
長
期

）

（2）改革案の概要（いつまでに、どういうかたちに）　※事業のあり方点検欄を踏まえて記入

（3）改革案を実施するにあたっての阻害要因と克服方法

２２年度をもって改築事業は完了となります。

(2)協働等の相手

事
業
の
あ
り
方
点
検

教育環境の充実を引き続き計画的に進めるために、今後増加する老朽改築によって、財政負担が集中しないような計画と施設基準の作成
による事業予算の平坦化と学校間格差の是正を推進していきます。また、改築事業には地域、近隣住民等の理解が不可欠であるため、住
民説明会等を通じて早期の事業内容の周知を図ります。

協
働
等
点
検

昨今の校舎改築においては、多様な教育形態に対応するための面積の増加や、環境共生型施設づくりに伴う建築費が増加する傾向にあ
りますが、竣工済みの学校の成果を検証し、費用対効果を考慮した適切な改築を進めます。

（2）事業実績

校舎改築によって、地震災害に強く、より安全で充実した教育環境が実現します。

１６年度校舎改築検討協議会設置、基本設計作成　　１７年度実施設計作成
１８～１９年度校舎改築工事、１９年度プール解体工事
２０年度旧校舎解体工事　２１年度屋内運動場改築工事、２２年度校庭整備工事、旧屋内運動場解体工事

（4）コストを下げる余地はあるか

事業に対する住民の意
見（事業に対する期待・
要望・苦情など)

（3）受益者負担の見直し余地は

今後の予測

２２年度で旧屋内運動場の解体工事及び校庭整備工事を行い、事業完了となりますが、工事等による近隣住民等
の学校に対する要望が発生する可能性もあり、工事等の予定を周知徹底するともに、迅速かつ継続的な対応をし
ていきます。

校舎の設計・工事等は競争入札により、外部委託を実施しています。

5

内　　　容

屋内運動場改築工事及び付属工事 405,971

事
業
環
境
の
変
化

31,496

7,035

事業開始当初から
現在までの変化

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

事業費（千円）

515

規模

平成22年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

その他（ 備品搬出

2
1
年
度
の
事
業
実
施
状
況

高井戸小学校については、平成１９年度の新校舎竣工に引き続く改築事業として、新屋内運動場の建設に着手
し、平成２２年３月に計画どおりの竣工を迎えることができました。

175

5,767

整理番号

大幅増 増 増減なし 減 大幅減 予算なし

貢献度　大（理由→）

ある程度できる（②↓）

ない（理由→）

ない（理由→）

手段・方法の変更（具体的内容→）

十分に実現している 企業・個人事業者（(3)へ）

委託 [業務量の50%以上に相当] 実施継続

増 現状維持 減増 現状維持 減



款 7 項 2 目 5 事業 5

係名

55

18 年度 分野 4
政策
番号 1

施策
番号 2

事業
コード 20

(1)

(2)

(1)

(2)

① ％

② ％

③ ％

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.50 0.00 0.80 0.00 1.00 0.00 0.80 0.00 0.80 0.00 1.00 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

504

建設工事進捗率

既存校舎解体工事

活動指標名（式）

83.340.0

89.9

100

93.3 98.094.0 95.9

0

目標値に対
する21年度
の達成率％

上位施策No・施策名 教育施設の整備・充実

対象

地方自治法第１８０条の２

22年度
計画

（目標値）計画

特記事項

0

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○１８年度統合新校建設検討部会設置、基本設計作成
○１９年度実施設計作成
○２０年度既存校舎解体工事
○２０～２２年度校舎建設工事、校庭整備工事
○２２年度施設整備点検（安全対策含む）

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

活動指標（1）

小学校全棟のうち、昭和５６年以前の旧耐震基準建物で耐
震性がある棟、耐震補強済の棟、昭和５７年以降建築の棟
の割合

100

算定式・指標
の説明等

計画に対す
る21年度

の達成率％

177,575 88,790

11,821

162,636

0 0

147,979

00 0

0

予算事業区分

事業費 36,795

職員数 (常勤｜非常勤)

計画

0 48

区分

指
標

0

1684

676,617

成果指標名（1)

成果指標名（2)

算定式・指標
の説明等

投資事業

100.8

0.0

0

88,339

2,063,275

2,063,275

314,69588,339

676,617

302,874

2,072,154

21年度予算執行率％

平成22年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

校舎改築担当
昨年度

整理番号

事務事業名

教育委員会事務局教育改革推進課担当部課名

天沼小学校の建設 516

連絡先
電話番号

99.7

実績

0

40

21年度

成果指標（2）

成果指標（1）

0

単位
19年度

実績

活動指標（2）

20年度

実績

733,083

731,213

731,213

7

00

733,456

7,240

740,263

678,864

685,967

7,103

0

0

36,795

36,795

89.9

100

678,864731,213733,456

653,742

595,381

0.0

162,636

○新校舎建設本格化による予算増
○債務負担行為
天沼小学校の建設
 限度額2,664,000千円（H21～22）

8,879

652,762

7,103

2,001,600

0

0

0

その他の
補助金等

受益者負担分 0

総事業費⑤+⑨+⑩

国からの
補助金等

都からの
補助金等

1,481

人
件
費

9,050

683,720

0

740,69641,365

（内）常勤職員
分(超勤分含) 4,570

（内）非常勤
職員分

523,331

0

0.0

1,292,857

0

0

0

0

0

0.0

差引：一般
財源⑪-⑰

0.0

1,757,459

※19年度の国からの補助金等欄の金額は都からの補助金等、その他の補助金等を含む

0.0

41,365

区立小学校の耐震化率

受益者負担比率⑬÷⑪

1,481

0

0

740,696

天沼小児童、教職員及び学校利用者

事
務
事
業
の
概
要

事業の目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○杉並第五小学校と若杉小学校の統合に伴い、新たに開
校した天沼小学校の新校舎を旧杉並第五小学校の校地に
建設し、地震に対する安全性及び教育環境の向上を図りま
す。

事業開始

根拠
法令
等

学校教育法第５条

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

738,782

（内）投資的経費等

（内）委託費

財
源

0

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

平成



単位

）

成果： コスト：

（1）23年度予算見積の方向性

（2）理　由

区立学校の改築・改修・整備は設置者である区の責務で実施する必要があります。

耐震性を確保するとともに、エコスクール化による環境共生型施設づくりを進めるこ
とにより、安全かつ環境にやさしい学校施設をつくります。

初度調弁（執）

天沼小学校については、想定以上の地下水の噴出等により、新校舎建設工事の工期が変更となりますが、今後
の工事計画・内容を十分精査し、２２年度中の着実な竣工を目指します。また、２２年度の新校舎及び校庭整備工
事で事業完了予定ですが、竣工後の学校移転に伴う、近隣住民等の学校に対する要望が発生する可能性もあ
り、継続的な対応をしていきます。

教育環境の変化に対応した、より良い施設づくりに取り組むとともに、工事計画と内容を精査
し、真に必要な教育環境と財政負担との整合性を図ります。また、近隣への学校への理解を
得るために計画の周知徹底を行い、竣工後の紛争防止に努めます。

近隣住民から建設工事の振動・騒音、工事車両の運行について要望がありました。

左の理由または具体的内容

　 ②成果向上のための方策

（2)①現在の事業費で成果を向上させることができるか

（1）施策への貢献度は大きいか

建設事務費（執）

（1）協働等は実現しているか

(3)協働等の形態

工事監理（執）

(4)協働等の今後のあり方

地震災害に強く、多様な教育に対応できる教育環境づくりに取り組みました。また、近隣からの意見要望については迅速に対応し、改築事
業に対する理解と協力を得るとともに、地下水の噴出の影響による工期延長については、工事時間の延長を行わず、近隣への影響を極力
低減するように努めました。（22年度は新校舎建設本格化による予算増、以降は事業完了に伴い予算減）

評価と課題

2
3
年
度
方
針

(1)前年度の改革案の取り組み状況（22年度予算を削減または増額している場合、関連する新規事業がある場合にはその概要も明記）
改
善
・
見
直
し
の
方
向

（
中
長
期

）

（2）改革案の概要（いつまでに、どういうかたちに）　※事業のあり方点検欄を踏まえて記入

（3）改革案を実施するにあたっての阻害要因と克服方法

２２年度をもって改築事業は完了となります。

(2)協働等の相手

事
業
の
あ
り
方
点
検

教育環境の充実を引き続き計画的に進めるために、今後増加する老朽改築によって、財政負担が集中しないような計画と施設基準の作成
による事業予算の平坦化と学校間格差の是正を推進していきます。また、改築事業には地域、近隣住民等の理解が不可欠であるため、住
民説明会等を通じて早期の事業内容の周知を図ります。

協
働
等
点
検

昨今の校舎改築においては、多様な教育形態に対応するための面積の増加や、環境共生型施設づくりに伴う建築費が増加する傾向にあ
りますが、竣工済みの学校の成果を検証し、費用対効果を考慮した適切な改築を進めます。

（2）事業実績

杉並初の統合新校であり、今後のモデル的な事業となりうるとともに、校舎建設に
よって、地震災害に強く、より安全で充実した教育環境が実現します。

１８年度統合新校建設検討部会設置、基本設計作成
１９年度実施設計作成
２０年度既存校舎解体工事
２０～２２年度新校舎建設工事、校庭整備工事、２２年度施設整備点検（安全対策含む）

（4）コストを下げる余地はあるか

事業に対する住民の意
見（事業に対する期待・
要望・苦情など)

（3）受益者負担の見直し余地は

今後の予測

２２年度の新校舎及び校庭整備工事で事業完了となりますが、工事や学校移転による近隣住民等の学校に対す
る要望が発生する可能性もあり、工事等の予定を周知徹底するともに、迅速かつ継続的な対応をしていきます。

校舎の設計・工事等は競争入札により、外部委託を実施しています。

内　　　容

校舎建設工事 646,000

事
業
環
境
の
変
化

23,701

6,762

事業開始当初から
現在までの変化

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

事業費（千円）

516

規模

平成22年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

その他（

2
1
年
度
の
事
業
実
施
状
況

区内初の統合新校である天沼小学校（旧杉並第五小学校と旧若杉小学校を統合し、平成２０年４月に開校）の新
校舎の建設を２０年度に着手しましたが、想定以上の地下水の噴出したことにより、工期への影響が発生しました。
20年度から21年度の工事進捗の中で、工期内での施工を目指しましたが、工事時間の延長も必要となるため、近
隣への影響を考慮し、工事時間の延長を行わず工期を延長することとなりました。

0

154

整理番号

大幅増 増 増減なし 減 大幅減 予算なし

貢献度　大（理由→）

ある程度できる（②↓）

ない（理由→）

ない（理由→）

その他（具体的内容→）

十分に実現している 企業・個人事業者（(3)へ）

委託 [業務量の50%以上に相当] 実施継続

増 現状維持 減増 現状維持 減



款 7 項 2 目 5 事業 7

係名

55

20 年度 分野
政策
番号

施策
番号

事業
コード

(1)

(2)

(1)

(2)

① 校

② 校

③ ％

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.00 0.00 0.10 0.00 0.10 0.00 0.10 0.00 0.10 0.00 0.10 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

国からの
補助金等

都からの
補助金等

総事業費⑤+⑨+⑩

※19年度の国からの補助金等欄の金額は都からの補助金等、その他の補助金等を含む

根拠
法令
等

学校教育法第５条

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

23,543

（内）投資的経費等

（内）委託費

財
源

0

耐震上課題のある学校の児童、教職員及び学校施設利用
者

事
務
事
業
の
概
要

事業の目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○区立小・中学校施設について、平成24年度までに耐震化
率100％の達成を図る。

事業開始

差引：一般
財源⑪-⑰

0.0

282,536

0

区立小学校の耐震化率

受益者負担比率⑬÷⑪

11,318

0

0

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

0.0

12,299

0

0

0

12,299 11,318

0

（内）常勤職員
分(超勤分含) 0

（内）非常勤
職員分

888

150,833単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

0

人
件
費

0.0

0

0

その他の
補助金等

受益者負担分

0 25,506 271,102

6,906

0

277,568

0.0

888

276,680

3

0

0

89.9

277,12033,95636,900

277,120

0

296,000

36,900

905

34,861

277,120

278,008

905

37,805

20年度

実績

150,833

36,900

33,956

33,956

6

0

単位
19年度

実績

活動指標（2）

計画

3

区分
21年度

指
標

6

成果指標（2）

成果指標（1）

99.8

実績

3

3

平成22年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

経理係
昨年度

整理番号

事務事業名

教育委員会事務局庶務課担当部課名

小学校の耐震改修 517

連絡先
電話番号

281,648

0.0

0

0

281,648

281,648

00

276,680

0

1609

276,680

成果指標名（1)

成果指標名（2)

算定式・指標
の説明等

100.0

100.8

21年度予算執行率％

投資事業予算事業区分

事業費 0

職員数 (常勤｜非常勤)

00 0

0

296,000

0

6,906

0

888

0

282,536

0

277,568

0

特記事項

0

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○「杉並区耐震改修促進計画」に基づき、計画的に耐震改
修（補強）を実施する。

平成21年度：東田小、富士見丘小、大宮小
平成22年度：杉一小（Ⅰ期）、杉二小

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

活動指標（1）

小学校全棟のうち、昭和56年以前の旧耐震基準建物で耐震性があ
る棟、耐震補強済の棟、昭和57年以降建築の棟の割合

0

算定式・指標
の説明等

計画に対す
る21年度

の達成率％

目標値に対
する21年度
の達成率％

上位施策No・施策名 教育施設の整備・充実

対象

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第23条
第7号

22年度
計画

（目標値）計画

89.9 93.3 98.094.0 95.9

200.01.5

505

耐震診断、耐震改修設計の実施校数

耐震改修工事の実施校数

活動指標名（式）

100.0

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

平成



単位

校

校

校

校

）

成果： コスト：

（1）23年度予算見積の方向性

（2）理　由

2 4,200

3

事業費（千円）

事業開始当初から
現在までの変化

2
1
年
度
の
事
業
実
施
状
況

平成21年度末における区立小学校の耐震化率は、94％となっています。（区立小・中学校全体の耐震化率は
93.6％）

1,743

整理番号 517

規模

平成22年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

耐震改修工事等にあたっては、一般競争入札を実施しています。

協
働
等
点
検

3

内　　　容

3

耐震改修設計委託 14,408

事
業
環
境
の
変
化

4,854

251,475

区立小学校の耐震化率の向上が図れます。

中国・四川大地震等を受け、学校施設の耐震化促進を求める区民要望をいただいています。

左の理由または具体的内容

　 ②成果向上のための方策

（2)①現在の事業費で成果を向上させることができるか

（1）施策への貢献度は大きいか

事
業
の
あ
り
方
点
検

平成24年度の耐震化率100％達成に向け、和泉小学校（屋内運動場）の耐震改修工事の実施時期等を検討します。

（2）事業実績

学校施設の安全・安心を確保することは、最優先に取り組むべき課題です。

平成20年６月に「地震防災対策特別措置法」が改正されるなど、学校施設の耐震化促進は、国をあげての重要課
題となっています。

（4）コストを下げる余地はあるか

事業に対する住民の意
見（事業に対する期待・
要望・苦情など)

（3）受益者負担の見直し余地は

今後の予測

平成24年度までに、すべての区立小・中学校施設の耐震化が完了する予定です。

2
3
年
度
方
針

(1)前年度の改革案の取り組み状況（22年度予算を削減または増額している場合、関連する新規事業がある場合にはその概要も明記）
改
善
・
見
直
し
の
方
向

（
中
長
期

）

（1）協働等は実現しているか

(3)協働等の形態

（2）改革案の概要（いつまでに、どういうかたちに）　※事業のあり方点検欄を踏まえて記入

（3）改革案を実施するにあたっての阻害要因と克服方法

平成23年度は、杉並第一小学校のⅡ期工事経費のみの予算となります。

(2)協働等の相手

平成22年5月に策定された「新泉・和泉地区小中一貫教育校設置計画（新泉小学校、和泉小学校、和泉中学校の統合）」に基づき、施設一
体型「小中一貫教育校」の開校（平成27年4月）に向け、校舎改築等が予定されています。

(4)協働等の今後のあり方

耐震改修工事の施工確認について、より一層の徹底を図るため、専門技術者に工事の監理業務を委託することとし、平成22年度当初予算
に計上しました。

評価と課題

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

その他（ 校務システム用ネットワーク等の移設・配線作業委託等

耐震補強工事

リース空調機取外し・再取付け作業委託

工事監理業務委託

学校施設の耐震化については、「杉並区耐震改修促進計画」に基づき、児童・生徒の安全を最優先に取り組んで
おり、平成21年度末の区立小・中学校施設の耐震化率は93.6％です。今後とも、平成24年度の耐震化率100％達
成に向け、計画的に進めていきます。

学校設置者である区の責任で行うべき事業であり、受益者負担は適していません。

大幅増 増 増減なし 減 大幅減 予算なし

貢献度　大（理由→）

できる（②へ↓）

ない（理由→）

ない（理由→）

その他（具体的内容→）

十分に実現している 企業・個人事業者（(3)へ）

委託 [業務量の50%以上に相当] 実施継続

増 現状維持 減増 現状維持 減



款 7 項 3 目 3 事業 1

係名

55

年度 分野 4
政策
番号 1

施策
番号 2

事業
コード 21

(1)

(2)

(1)

(2)

① 件（校）

②

③ ％

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 2.91 0.00 1.62 0.00 1.58 0.00 1.43 0.00 1.44 0.00 1.70 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

国からの
補助金等

都からの
補助金等

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

367,399

（内）投資的経費等

（内）委託費

財
源

19,901

1,393,208単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

0

事業の目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

建設時に当該施設・設備が有していた機能水準は、経年劣
化により低下すると共に教育環境の変化により新たに求めら
れる水準との乖離も起こります。低下した機能の回復や、新
たに求められる水準まで機能を高めるため改修工事を行うこ
とを目標とします。

事業開始

562,636 389,482 378,311

19,901

根拠
法令
等

学校教育法第５条

施設設備改修実施サイクル

受益者負担比率⑬÷⑪

17,547

0

0

差引：一般
財源⑪-⑰

366,524

事
務
事
業
の
概
要

0

0.0 0.0

※19年度の国からの補助金等欄の金額は都からの補助金等、その他の補助金等を含む

1,299,909

12,961

0

0

0

12,961 17,547

総事業費⑤+⑨+⑩

人
件
費

14,299

354,820

0

402,443582,537

（内）常勤職員
分(超勤分含) 26,597

（内）非常勤
職員分

0

その他の
補助金等

受益者負担分 0

354,820

0.00.0 0.0

0

○改修工事実施校数（活動指標）
が大幅に増加した理由
・安全対策工事(16校)を新たに実
施したため。

15,094

342,034

12,786

351,430

21年度予算執行率％

0.0

549,100

6,840

77

365,614370,647387,782

365,614

14,661

384,946

365,614

378,311

12,697

0

20年度

実績

1,047,214

387,782

370,647

370,647

11

00

387,782

実績

成果指標（2）

成果指標（1） 88

活動指標（2）

連絡先
電話番号

93.6

実績

33

21年度

平成22年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

管理計画係
昨年度

整理番号

事務事業名

政策経営部営繕課担当部課名

中学校の施設整備 524

1553

00

342,034

0

366,524

342,034

算定式・指標
の説明等

計画に対す
る21年度

の達成率％

目標値に対
する21年度
の達成率％

0

0

351,430

351,430

事業費 555,940

職員数 (常勤｜非常勤)

計画

24 15

区分 単位
19年度

指
標

14

00 0

0

387,455 1,161,077

0

0

0 0

846,467

特記事項

0

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○学校における良好な教育環境の維持・向上をはかるた
め、大規模改修を中心とした施設・設備の整備を行う。

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

活動指標（1）

実施校数×１５年/改修までの経過年数の和

上位施策No・施策名 教育施設の整備・充実

対象

地方自治法第１８０条の２

投資事業予算事業区分

区立中学校の児童・生徒、教職員及び学校施設利用者

計画

253.8

74 77 7775 97.4

13

512

改修工事実施校数

22年度
計画

（目標値）

成果指標名（1)

成果指標名（2)

算定式・指標
の説明等

活動指標名（式）

220.0

97.4

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和



単位

）

成果： コスト：

（1）23年度予算見積の方向性

（2）理　由

2
1
年
度
の
事
業
実
施
状
況

学校における良好な教育環境の維持・向上をはかるため、区の実施計画の学校教育施設の整備計画に基づき実
施しました。具体的には、校舎屋上防水工事、校舎外壁補修工事、屋内運動場屋根張替、照明設備改修工事、
受変電設備取替工事、雨水流出抑制対策工事等を行いました。また、新たに安全対策工事を行いました。

182,924

31,771

事業費（千円）

大宮中学校プール棟外壁補修工事

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

その他（ 大宮中学校防火シャッター改修工事　ほか

整理番号

規模

平成22年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

仕様の簡略化による経費の圧縮は可能ですが、このことにより施工部位の磨耗・毀損が早い
時期に起こる可能性もあり、必ずしも適当とはいえません。また、建築単価は、低下傾向にあり
ますが、エコスクールやＩＴ学習環境の整備など、新たなコストアップ要因もあります。

協
働
等
点
検

内　　　容

高南中学校校舎外壁補修工事 54,889

事
業
環
境
の
変
化

36,750

35,700

事
業
の
あ
り
方
点
検

施設・設備は経年劣化していくため、機能の維持・向上を図るには、現在以上のローテーションで改修を行う必要があります。一方、平成２２年頃から建物の
耐用年数（およそ５０年）を経過する校舎の増加が見込まれており、改築時期を見極めながら効率的な改修を行う必要があります。多額の費用をかけて改修
し、数年後に改築のため取壊す等の無駄を生じさせないよう、学校適正配置計画の動向にも留意しつつ改修・改築計画を再構築する必要があります。

（2）事業実績

良好な教育環境の維持・向上、児童・生徒の安全性に資する改修を行っていま
す。

平成１２年度から耐震改修事業が本事業から分離され別事業になりました。学校建物の老朽化が進む中、改築を
計画的に行う必要がありますが、期間と経費がかかることから、改築時までの改修工事の重要性は大きくなってい
ます。

（4）コストを下げる余地はあるか

事業に対する住民の意
見（事業に対する期待・
要望・苦情など)

（3）受益者負担の見直し余地は

今後の予測

部位別耐用年数を超えて施設・設備を使用せざるを得ない状況が続きます。学校希望制度や学校適正配置の動
向を踏まえ、改修と改築の計画を再構築する必要が生じます。また、環境への負担を軽減する観点から、環境に
配慮した材料、機器の選定や工事の実施が求められます。

2
3
年
度
方
針

(1)前年度の改革案の取り組み状況（22年度予算を削減または増額している場合、関連する新規事業がある場合にはその概要も明記）
改
善
・
見
直
し
の
方
向

（
中
長
期

）

（1）協働等は実現しているか

(3)協働等の形態

（2）改革案の概要（いつまでに、どういうかたちに）　※事業のあり方点検欄を踏まえて記入

（3）改革案を実施するにあたっての阻害要因と克服方法

当面、施設・設備の老朽化に伴い、改修経費は増加するため。

(2)協働等の相手

改修計画は、改築計画を踏まえて構築することが望ましいため、改築計画の早期策定が必要です。

(4)協働等の今後のあり方

施設・設備の一般的な保全基準（部位別耐用年数）に基づき、改修の必要校数を最大限確保できるよう努めています。区立小・中学校は、平成２２年頃か
ら、耐用年数（およそ５０年）を経過する校舎の増加が見込まれており、改築時期を見極めながら効果的な改修を行えるよう調整を図っています。

評価と課題

中瀬中学校受変電設備取替工事

施設・設備は年々老朽化しており、改修・修繕を要する度合いは増していくことが見
込まれます。また、時代の変化により学校施設に新たに求められる機能水準を満た
すには、多大な改修経費が必要となります。

杉森中学校雨水流出抑制対策工事

中長期を見据えた区の実施計画に基づき、学校教育施設の改修、改善に取り組んでおり、２１年度においても良
好な教育環境の維持に貢献しています。今後とも実施計画に基づくとともに、社会情勢の変化や改修・改築にお
ける費用対効果等を見据えて取り組んでいきます。

学校利用者からは、校舎の傷みが進んでおり、内装の汚れが目立つ等の指摘を受けています。また、便所改修や
校庭整地、バリアフリー化等を求められています。近隣住民からは、周囲の二項道路のセットバック、校庭の土埃
対策、工事騒音対策等を求められています。

左の理由または具体的内容

　 ②成果向上のための方策

（2)①現在の事業費で成果を向上させることができるか

（1）施策への貢献度は大きいか

524

事業開始当初から
現在までの変化

公立学校施設・設備の整備費は、受益者負担に馴染まないため。

大幅増 増 増減なし 減 大幅減 予算なし

貢献度　大（理由→）

できない（理由→）

ない（理由→）

ない（理由→）

十分に実現している 企業・個人事業者（(3)へ）

委託 [業務量の50%以上に相当] 実施継続

増 現状維持 減増 現状維持 減



款 7 項 3 目 3 事業 2

係名

55

18 年度 分野 4
政策
番号 1

施策
番号 2

事業
コード 20

(1)

(2)

(1)

(2)

① ％

② ％

③ ％

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.40 0.00 0.80 0.00 1.00 0.00 0.80 0.00 0.80 0.00 1.00 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

513

改築工事進捗率

校庭整備工事進捗率

活動指標名（式）

72.036.0

90.0

0

94.0 97.993.0 95.0

0.0100

目標値に対
する21年度
の達成率％

上位施策No・施策名 教育施設の整備・充実

対象

地方自治法第180条の２

22年度
計画

（目標値）計画

特記事項

0

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○１８年度校舎改築検討協議会設置、基本設計作成
○１９年度実施設計作成
○２０年度仮設校舎建設工事、既存校舎一部解体工事
○２０～２２年度校舎・屋内運動場改築工事
○２２年度既存校舎解体工事、校庭整備工事、施設整備点
検（安全対策含む）

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

活動指標（1）

中学校全棟のうち、昭和５６年以前の旧耐震基準建物で耐震性が
ある棟、耐震補強済の棟、昭和５７年以降建築の棟の割合

100

算定式・指標
の説明等

計画に対す
る21年度

の達成率％

197,306 88,790

0

55,463

0 0

142,060

00 0

0

予算事業区分

事業費 44,805

職員数 (常勤｜非常勤)

計画

0 50

区分

指
標

0

1684

658,278

成果指標名（1)

成果指標名（2)

算定式・指標
の説明等

投資事業

98.9

0.0

0

146,120

2,017,894

2,017,894

149,437146,120

658,278

149,437

2,026,773

21年度予算執行率％

平成22年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

校舎改築担当
昨年度

整理番号

事務事業名

教育委員会事務局教育改革推進課担当部課名

松溪中学校の改築 525

連絡先
電話番号

99.7

実績

0

36

21年度

成果指標（2）

成果指標（1）

0

単位
19年度

実績

活動指標（2）

20年度

実績

625,310

677,669

624,939

1

00

690,741

7,240

686,719

660,153

667,256

7,103

0

0

44,805

44,805

90.0

0

660,153677,669690,741

564,686

519,261

0.0

55,463

○新校舎建設本格化による予算増
○債務負担行為
松溪中学校の改築
 限度額2,232,000千円（H21～22）
松溪中学校の改築（仮設校舎賃借）
 限度額210,000千円（H20～22）8,879

564,336

7,103

1,952,503

0

0

0

その他の
補助金等

受益者負担分 0

総事業費⑤+⑨+⑩

国からの
補助金等

都からの
補助金等

45,465

人
件
費

9,050

665,381

0

697,98148,461

（内）常勤職員
分(超勤分含) 3,656

（内）非常勤
職員分

611,793

0

0.0

9,050,000

0

0

0

0

0

0.0

差引：一般
財源⑪-⑰

0.0

1,877,336

※19年度の国からの補助金等欄の金額は都からの補助金等、その他の補助金等を含む

0.0

48,461

区立中学校の耐震化率

受益者負担比率⑬÷⑪

45,465

0

0

697,981

松渓中学校生徒・教職員及び学校利用者

事
務
事
業
の
概
要

事業の目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○学校の改築工事を実施することにより、地震に対する安全
性及び教育環境の向上を図ります。

事業開始

根拠
法令
等

学校教育法第5条

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

641,254

（内）投資的経費等

（内）委託費

財
源

0

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

平成



単位

月

）

成果： コスト：

（1）23年度予算見積の方向性

（2）理　由

区立学校の改築・改修・整備は設置者である区の責務で実施する必要があります。

耐震性を確保するとともに、エコスクール化による環境共生型施設づくりを進めるこ
とにより、安全かつ環境にやさしい学校施設をつくります。

仮設校舎賃借料

松溪中学校については、計画どおりの工事進捗となりましたが、今後の工事計画・内容を十分精査し、２２年度中
の着実な竣工を目指します。また、２２年度の新校舎竣工、既存校舎解体及び校庭整備工事で事業完了予定で
すが、新校舎竣工後の安全面を含む施設整備を行い、よりよい学校施設づくりに取り組みます。

教育環境の変化に対応した、より良い施設づくりに取り組むとともに、工事計画と内容を精査
し、真に必要な教育環境と財政負担との整合性を図ります。また、近隣への学校への理解を
得るために計画の周知徹底を行い、竣工後の紛争防止に努めます。

近隣住民から建設工事の振動・騒音、工事車両の運行について要望がありました。

左の理由または具体的内容

　 ②成果向上のための方策

（2)①現在の事業費で成果を向上させることができるか

（1）施策への貢献度は大きいか

工事監理（執）

（1）協働等は実現しているか

(3)協働等の形態

初度調弁（執）

(4)協働等の今後のあり方

地震災害に強く、多様な教育に対応できる教育環境づくりに取り組みました。また、近隣からの意見要望については迅速に対応し、改築事
業に対する理解と協力を得てきました。（２２年度は新校舎建設本格化による予算増、以降は事業完了に伴い予算減）

評価と課題

2
3
年
度
方
針

(1)前年度の改革案の取り組み状況（22年度予算を削減または増額している場合、関連する新規事業がある場合にはその概要も明記）
改
善
・
見
直
し
の
方
向

（
中
長
期

）

（2）改革案の概要（いつまでに、どういうかたちに）　※事業のあり方点検欄を踏まえて記入

（3）改革案を実施するにあたっての阻害要因と克服方法

２２年度をもって改築事業は完了となります。

(2)協働等の相手

事
業
の
あ
り
方
点
検

教育環境の充実を引き続き計画的に進めるために、今後増加する老朽改築によって、財政負担が集中しないような計画と施設基準の作成
による事業予算の平坦化と学校間格差の是正を推進していきます。また、改築事業には地域、近隣住民等の理解が不可欠であるため、住
民説明会等を通じて早期の事業内容の周知を図ります。

協
働
等
点
検

昨今の校舎改築においては、多様な教育形態に対応するための面積の増加や、環境共生型施設づくりに伴う建築費が増加する傾向にあ
りますが、竣工済みの学校の成果を検証し、費用対効果を考慮した適切な改築を進めます。

（2）事業実績

校舎改築によって、地震災害に強く、より安全で充実した教育環境が実現します。

１８年度校舎改築検討協議会設置、基本設計作成　　１９年度実施設計作成
２０年度仮設校舎建設工事、既存校舎一部解体工事
２０～２２年度校舎・屋内運動場改築工事
２２年度既存校舎解体工事、校庭整備工事、施設整備点検（安全対策含む）

（4）コストを下げる余地はあるか

事業に対する住民の意
見（事業に対する期待・
要望・苦情など)

（3）受益者負担の見直し余地は

今後の予測

２２年度の新校舎竣工、既存校舎解体及び校庭整備工事で事業完了となりますが、工事等による近隣住民等の
学校に対する要望が発生する可能性もあり、工事等の予定を周知徹底するともに、迅速かつ継続的な対応をして
いきます。

校舎の設計・工事等は競争入札により、外部委託を実施しています。

内　　　容

12

校舎建設工事 558,750

事
業
環
境
の
変
化

75,052

18,262

事業開始当初から
現在までの変化

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

事業費（千円）

525

規模

平成22年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

その他（ 検査旅費、運動会用備品賃借ほか

2
1
年
度
の
事
業
実
施
状
況

松溪中学校については、地震災害に強く、多様な教育に対応できる教育環境づくりのために２０年度に新校舎建
設工事に着手しています。工事の進捗状況については、予定どおりの進捗となりました。

628

5,586

整理番号

大幅増 増 増減なし 減 大幅減 予算なし

貢献度　大（理由→）

ある程度できる（②↓）

ない（理由→）

ない（理由→）

その他（具体的内容→）

十分に実現している 企業・個人事業者（(3)へ）

委託 [業務量の50%以上に相当] 実施継続

増 現状維持 減増 現状維持 減



款 7 項 3 目 3 事業 3

係名

55

20 年度 分野 4
政策
番号 1

施策
番号 2

事業
コード 20

(1)

(2)

(1)

(2)

① ％

② ％

③ ％

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.00 0.00 0.20 0.00 0.30 0.00 0.80 0.00 1.00 0.00 1.00 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

514

実施設計、仮設校舎進捗率

改築工事進捗率

活動指標名（式）

90.0 94.0 97.993.0 95.0

0.08.7

目標値に対
する21年度
の達成率％

上位施策No・施策名 教育施設の整備・充実

対象

地方自治法第180条の２

22年度
計画

（目標値）計画

特記事項

0

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○２０年度校舎改築検討協議会設置、基本設計作成
○２１年度実施設計作成、仮設校舎建設工事
○２２年度既存校舎・プール等解体工事
○２２年度～２３年度新校舎・屋内運動場建設工事
○２３年度旧屋内運動場解体工事
○２３～２４年度新校舎（特別支援棟）建設工事、校庭整備
工事

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

活動指標（1）

中学校全棟のうち、昭和５６年以前の旧耐震基準建物で耐
震性がある棟、耐震補強済の棟、昭和５７年以降建築の棟
の割合

0

算定式・指標
の説明等

計画に対す
る21年度

の達成率％

88,790

0

0

0 0

00 0

0

予算事業区分

事業費 0

職員数 (常勤｜非常勤)

計画

0

区分

指
標

1684

91,374

成果指標名（1)

成果指標名（2)

算定式・指標
の説明等

投資事業

98.9

0.0

0

0

950,545

950,545

62,8690

91,374

62,869

959,424

21年度予算執行率％

平成22年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

校舎改築担当
昨年度

整理番号

事務事業名

教育委員会事務局教育改革推進課担当部課名

井草中学校の改築 526

連絡先
電話番号

87.2

実績

0.0

100

21年度

成果指標（2）

成果指標（1）

単位
19年度

実績

活動指標（2）

20年度

実績

31,297

24,657

23,830

00

33,867

1,810

27,372

104,764

111,867

7,103

0

0.0

0

0

90.0

104,76424,65733,867

97,793

100,253

0.0

0

○債務負担行為
井草中学校の改築
 限度額2,548,000千円（H23～24）
井草中学校の改築（仮設校舎賃借）
 限度額384,000千円（H22～24）
○切り回し工事執行残8,879

87,905

8,879

838,680

0

0

0

その他の
補助金等

受益者負担分 0

総事業費⑤+⑨+⑩

国からの
補助金等

都からの
補助金等

0

人
件
費

2,715

100,253

0

35,6770

（内）常勤職員
分(超勤分含) 0

（内）非常勤
職員分

111,867

0

0

0

0

0

0

0.0

差引：一般
財源⑪-⑰

0.0

896,555

※19年度の国からの補助金等欄の金額は都からの補助金等、その他の補助金等を含む

0.0

0

区立中学校の耐震化率

受益者負担比率⑬÷⑪

0

0

0

35,677

井草中学校生徒・教職員及び学校利用者

事
務
事
業
の
概
要

事業の目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○学校の改築工事を実施することにより、地震に対する安全
性及び教育環境の向上を図ります。

事業開始

根拠
法令
等

学校教育法第5条

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

27,372

（内）投資的経費等

（内）委託費

財
源

0

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

平成



単位

件

回

）

成果： コスト：

（1）23年度予算見積の方向性

（2）理　由

区立学校の改築・改修・整備は設置者である区の責務で実施する必要があります。

耐震性を確保するとともに、エコスクール化による環境共生型施設づくりを進めるこ
とにより、安全かつ環境にやさしい学校施設をつくります。

工事車両搬入路設置、切り回し工事

井草中学校については、地震災害に強く、多様な教育に対応できる教育環境づくりにを目指し、より詳細な実施
設計に取り組みました。また、仮設校舎が竣工し、移転を行うことにより、計画どおりの進捗状況となっています。引
き続き工事計画と内容を精査し、計画年度内での確実な竣工を目指します。

教育環境の変化に対応した、より良い施設づくりに取り組むとともに、工事計画と内容を精査
し、真に必要な教育環境と財政負担との整合性を図ります。また、近隣への学校への理解を
得るために計画の周知徹底を行い、竣工後の紛争防止に努めます。

近隣住民から仮設校舎建設工事の振動・騒音、工事車両の運行について要望がありました。

左の理由または具体的内容

　 ②成果向上のための方策

（2)①現在の事業費で成果を向上させることができるか

（1）施策への貢献度は大きいか

備品搬出（細）

（1）協働等は実現しているか

(3)協働等の形態

耐力度調査、土質調査

(4)協働等の今後のあり方

地震災害に強く、多様な教育に対応できる教育環境づくりに取り組みました。また、近隣からの意見要望については迅速に対応し、改築事
業に対する理解と協力を得てきました。（２２年度は新校舎建設着手による予算増）

評価と課題

2
3
年
度
方
針

(1)前年度の改革案の取り組み状況（22年度予算を削減または増額している場合、関連する新規事業がある場合にはその概要も明記）
改
善
・
見
直
し
の
方
向

（
中
長
期

）

（2）改革案の概要（いつまでに、どういうかたちに）　※事業のあり方点検欄を踏まえて記入

（3）改革案を実施するにあたっての阻害要因と克服方法

２３年度は新校舎建設本格化による予算増が見込まれます。

(2)協働等の相手

事
業
の
あ
り
方
点
検

教育環境の充実を引き続き計画的に進めるために、今後増加する老朽改築によって、財政負担が集中しないような計画と施設基準の作成
による事業予算の平坦化と学校間格差の是正を推進していきます。また、改築事業には地域、近隣住民等の理解が不可欠であるため、住
民説明会等を通じて早期の事業内容の周知を図ります。

協
働
等
点
検

昨今の校舎改築においては、多様な教育形態に対応するための面積の増加や、環境共生型施設づくりに伴う建築費が増加する傾向にあ
りますが、竣工済みの学校の成果を検証し、費用対効果を考慮した適切な改築を進めます。

（2）事業実績

校舎改築によって、地震災害に強く、より安全で充実した教育環境が実現します。

２０年度校舎改築検討協議会設置、基本設計作成
２１年度実施設計作成、仮設校舎建設工事
２２年度既存校舎・プール等解体工事
２２年度～２３年度新校舎・屋内運動場建設工事

（4）コストを下げる余地はあるか

事業に対する住民の意
見（事業に対する期待・
要望・苦情など)

（3）受益者負担の見直し余地は

今後の予測

２２年度より、既存校舎解体工事や新校舎建設工事等が着手予定のため、工事等による近隣住民等の学校に対
する要望が発生する可能性もあり、工事等の予定を周知徹底するともに、迅速かつ継続的な対応をしていきます。

校舎の設計・工事等は競争入札により、外部委託を実施しています。

内　　　容

2

実施設計（細） 49,980

事
業
環
境
の
変
化

24,402

8,116

事業開始当初から
現在までの変化

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

事業費（千円）

526

規模

平成22年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

その他（ 備品購入、埋蔵文化財調査、計画通知手数料ほか

2
1
年
度
の
事
業
実
施
状
況

校舎改築検討協議会を始めとする学校関係者等の意見により作成された基本設計を基に、より詳細な実施設計
を行いました。また、既存校舎解体と新校舎建設に先立つ準備として、仮設校舎の建設を行い、竣工後の移転を
行いました。

5,009

1 3,867

整理番号

大幅増 増 増減なし 減 大幅減 予算なし

貢献度　大（理由→）

できる（②へ↓）

ない（理由→）

ない（理由→）

その他（具体的内容→）

十分に実現している 企業・個人事業者（(3)へ）

委託 [業務量の50%以上に相当] 実施継続

増 現状維持 減増 現状維持 減



款 7 項 3 目 3 事業 4

係名

55

20 年度 分野
政策
番号

施策
番号

事業
コード

(1)

(2)

(1)

(2)

① 校

② 校

③ ％

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.00 0.00 0.03 0.00 0.03 0.00 0.03 0.00 0.03 0.00 0.03 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

515

耐震診断、耐震改修設計の実施校数

耐震改修工事の実施校数

活動指標名（式）

100.0

20年度

90.0 94.0 97.993.0 95.0

上位施策No・施策名 教育施設の整備・充実

対象

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第23条
第7号

0

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○「杉並区耐震改修促進計画」に基づき、計画的に耐震改
修（補強）を実施する。

平成21年度：神明中
平成22年度：中瀬中

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

活動指標（1）

中学校全棟のうち、昭和56年以前の旧耐震基準建物で耐震性があ
る棟、耐震補強済の棟、昭和57年以降建築の棟の割合

0

算定式・指標
の説明等

計画に対す
る21年度

の達成率％

目標値に対
する21年度
の達成率％

03,260

0

266

0

事業費 0

職員数 (常勤｜非常勤)

投資事業予算事業区分

00 0

0

266,000

0

0

152,664

0

1609

156,921

成果指標名（1)

成果指標名（2)

算定式・指標
の説明等

100.0

98.5152,398

152,398159,366

00

156,921

159,632

0

156,921

266

152,398

100.0

98.9

21年度予算執行率％

特記事項

平成22年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

経理係
昨年度

整理番号

事務事業名

教育委員会事務局庶務課担当部課名

中学校の耐震改修 527

連絡先
電話番号

実績

1

1

22年度
計画

（目標値）

1

計画

1

区分
21年度

指
標

2

成果指標（2）

計画

成果指標（1）

単位
19年度

実績

活動指標（2）

実績

136,000

14,000

13,713

13,713

2

3,260

13,71314,000

159,366

0

266,000

14,000

272

13,985

0

1

0

0

90.0

159,366

9,606 156,372 157,187

0.0

266

0

※19年度の国からの補助金等欄の金額は都からの補助金等、その他の補助金等を含む

0.0

0

0

総事業費⑤+⑨+⑩

人
件
費

272

157,187

0.0

0

14,2720

136,000

4,666

0

0

0

4,571
特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

0.0

差引：一般
財源⑪-⑰

0.0

0

区立中学校の耐震化率

受益者負担比率⑬÷⑪

4,571

152,664

4,666

0

0

耐震上課題のある学校の生徒、教職員及び学校施設利用
者

事
務
事
業
の
概
要

事業の目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○区立小・中学校施設について、平成24年度までに耐震化
率100％の達成を図る。

事業開始

（内）常勤職員
分(超勤分含)

その他の
補助金等

0

根拠
法令
等

学校教育法第５条

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

9,414

（内）投資的経費等

（内）委託費

財
源

0

0

（内）非常勤
職員分

受益者負担分

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

0

国からの
補助金等

都からの
補助金等

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

平成



単位

校

校

校

校

）

成果： コスト：

（1）23年度予算見積の方向性

（2）理　由

工事監理業務委託

学校施設の耐震化については、「杉並区耐震改修促進計画」に基づき、児童・生徒の安全を最優先に取り組んで
おり、平成21年度末の区立小・中学校施設の耐震化率は93.6％です。今後とも、平成24年度の耐震化率100％達
成に向け、計画的に進めていきます。

校務システム用ネットワーク等の移設・配線作業委託

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

その他（ 電話機移設、非常通報装置一時休止及び復旧作業委託
等

耐震補強工事

本事業は、平成22年度をもって終了予定です。

(4)協働等の今後のあり方

耐震改修工事の施工確認について、より一層の徹底を図るため、専門技術者に工事の監理業務を委託することとし、平成22年度当初予算
に計上しました。

評価と課題

事
業
の
あ
り
方
点
検

本事業は、平成22年度をもって終了予定です。

学校施設の安全・安心を確保することは、最優先に取り組むべき課題です。

学校設置者である区の責任で行うべき事業であり、受益者負担は適していません。

2
3
年
度
方
針

(1)前年度の改革案の取り組み状況（22年度予算を削減または増額している場合、関連する新規事業がある場合にはその概要も明記）
改
善
・
見
直
し
の
方
向

（
中
長
期

）

（1）協働等は実現しているか

(3)協働等の形態

（2）改革案の概要（いつまでに、どういうかたちに）　※事業のあり方点検欄を踏まえて記入

（3）改革案を実施するにあたっての阻害要因と克服方法

本事業は、平成22年度をもって終了予定です。

(2)協働等の相手

（4）コストを下げる余地はあるか

事業に対する住民の意
見（事業に対する期待・
要望・苦情など)

（3）受益者負担の見直し余地は

今後の予測

平成24年度までに、すべての区立小・中学校施設の耐震化が完了する予定です。

区立中学校の耐震化率の向上が図れます。

中国・四川大地震等を受け、学校施設の耐震化促進を求める区民要望をいただいています。

左の理由または具体的内容

　 ②成果向上のための方策

（2)①現在の事業費で成果を向上させることができるか

（1）施策への貢献度は大きいか

耐震改修工事等にあたっては、一般競争入札を実施しています。

協
働
等
点
検

1

内　　　容

1

耐震改修設計委託 7,352

事
業
環
境
の
変
化

整理番号

事業費（千円）

527

規模

平成22年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

事業開始当初から
現在までの変化

平成20年６月に「地震防災対策特別措置法」が改正されるなど、学校施設の耐震化促進は、国をあげての重要課
題となっています。

2
1
年
度
の
事
業
実
施
状
況

平成21年度末における区立中学校の耐震化率は、93％となっています。（区立小・中学校全体の耐震化率は
93.6％）

449

1 369

1

2,790

145,961

（2）事業実績

大幅増 増 増減なし 減 大幅減 予算なし

貢献度　大（理由→）

できる（②へ↓）

ない（理由→）

ない（理由→）

その他（具体的内容→）

十分に実現している 企業・個人事業者（(3)へ）

委託 [業務量の50%以上に相当] 実施継続

増 現状維持 減増 現状維持 減
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